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出所：IDS 、2010年3月31日現在。グロスリターン（運用報酬控除前）ユーロベース。 １年超の期間は年率換算後の数値。運用開始来は2002年1月以降の数
値。記載された過去の実績は将来の運用成果を保証するものではありません。
RCMヨーロッパはRCMのGlobal CIOにより統括されている事業体であり、欧州CIOおよびシステマティック運用CIOにレポートする運用チーム、 RCMグローバ
ル・リサーチ・ミーティングの参加メンバー、グローバルなRCMのインフラを構成しています。ユーロ圏グロース戦略のコンポジットは、RCMのグローバル投資
プロセスに準じ、成長株運用スタイルに基づいた広範なユーロ圏内株式に投資しております。 RCMヨーロッパはグローバル投資パフォーマンス基準（GIPS®
）に準拠しております。 RCMヨーロッパが運用する全てのコンポジットおよびその概略またはGIPS®基準に準拠した提示資料をご希望の方は、こちらまでお
問い合せ下さい。電話番号03-6229-0200 または、〒106-6014 東京都港区六本木1-6-1泉ガーデンタワー14階

当戦略は、ボトムアップ・アプローチによる厳選された最良のユ
ーロ圏成長銘柄によって構成されています。循環成長株を明確
に敬遠するものではありませんが、企業の構造的成長が株価に
反映されていない銘柄に注目しています。構造的に平均を上回
る収益およびキャッシュフローの成長が見込め、それを市場が
十分に予想していない銘柄を見出します。これらの銘柄は長期
的な成長の原動力、技術的リーダー、そして優れたビジネスモ
デルとして特徴づけられます。

概要

銘柄選択に注力し、成長モメンタム銘柄よりもむしろ完全
に、もしくは部分的に“発掘されていない”構造的成長銘

柄を見出す。

収益およびキャッシュフローの成長、乗数の拡大によって
超過収益を創出。

 RCMのグローバル・リサーチ・プラットフォームの活用
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当資料に記載されている内容は、金融商品取引法に規定された「広告」に該当しますので、下記の事項をご確認ください。
金融商品取引業者の商号： RCMジャパン株式会社
当社は、投資助言・代理業、投資運用業の業務を行う金融商品取引業者であり、登録番号は以下のとおりです。
関東財務局長(金商) 第424号、 社団法人日本証券投資顧問業協会に加入
投資顧問契約および投資一任契約の対価とリスクについて
1. 対価の概要について： 当社の提供する投資顧問契約および投資一任契約に係るサービスに対する年間報酬は、最終的にお客様との個別協議に基づ
き決定いたします。投資一任契約に係る報酬以外に有価証券等の売買委託手数料、投資対象資産が外国で保管される場合はその費用、その他の投資一
任契約に伴う投資の実行･ポートフォリオの維持のため発生する費用はお客様の負担となりますが、これらはお客様が資産の保管をご契約されている機関
(信託銀行等)を通じてご負担頂くことになり、当社にお支払い頂くものではありません。これらの報酬その他の対価の合計額については、契約資産額･保有
期間･運用状況等により異なりますので、表示することはできません。
2. リスクの概要について： 投資顧問契約に基づき助言する資産又は投資一任契約に基づき投資を行う資産の種類は、お客様と協議の上決定させて頂き
ますが、対象とする金融商品及びデリバティブ取引等は、様々な指標等の変動の影響を受けます。従って、投資顧問契約又は投資一任契約の対象とさせ
て頂くお客様の資産において、元本欠損を生じるおそれがあります。契約締結前交付書面等の書面の内容を十分にご確認ください。
＜ご留意事項＞
RCMはサンフランシスコ、ロンドン、フランクフルト、東京、香港、シドニーに拠点を有する資産運用会社です。本資料は情報提供を目的とするものであり、特
定の証券や金融商品等の推奨や販売勧誘をするものではありません。証券投資はお客様自身の判断との責任において行うべきものです。記載されている
内容は既に変更されている場合があり、予告なく変更される場合があります。本資料には将来の市場の見通し等に関する記述が含まれている場合があり
ますが、それらは資料作成時における弊社またはグループ会社の見解であり、将来の動向や結果を保証するものではありません。また、過去のパフォーマ
ンスや動向は将来の収益や結果を保証するものではありません。当社の事前の承諾なく本稿を第三者に開示すること、本稿の一部または全部を使用、複
製、転用、配布すること等はご遠慮ください。


